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 所得税の確定申告の季節となりました。 

申告期間は２月１８日～３月１５日です。 

今年のポイントは次の通りです。 

 

＊一部の税務署では２月２４日、３月２

日の日曜日にも確定申告書の受付を行い

ます。詳しくは最寄の税務署にご確認下

さい。 

区分 項目 内容 

①年収２,０００万円以上の場合   給与 収 入が 

多額など ②２カ所以上から給料をもらっている場合、確定申告必要です。 

不産 産 収入 

不動産貸付の収入がある場合。（オーナー会社への貸付も対象） 青色申

告で５棟１０室以上の貸付は、貸借対照表及び総勘定元帳を作成する等、

一定の条件を満たせば６５万円を控除することができます（通常は１０万

円）。 

不動 産の 

売却 

売却代金から購入価額と売却時の費用を差し引いた利益に税金がかかり

ます。平成１６年から、不動産の売却損失は原則として他の所得と相殺でき

なくなっています。 

株式の売 却 

原則、申告が必要です。証券会社に特定口座の届出をした方は申告不要

（譲渡益の１０％課税）ですが、損失の繰越（３年）を受ける場合は申告が必

要です。 

年金 受 取り 
６５歳未満だと最低７０万円、６５歳以上だと最低１２０万円が控除できます

が、一定額以上の収入は申告が必要です。 

贈与 税 

「相続時精算課税制度」や「贈与税の配偶者控除」の適用には税額がゼロ

でも確定申告が必要となります。非課税枠１１０万円を超える贈与も確定申

告が必要です。 

確定申告

が必要 

 
 

 

 

 

消費 税 
平成１７年の課税売上高が１０００万円を超える事業者は、納税義務者とな

るため、消費税の申告納付が必要となります。 

医療 費 控除 

年間の支払い医療費のうち１０万円超の部分を控除できます。同居家族分

も合算できます。医療費は①通院の電車・バス代(タクシーは原則不可)、②

マッサージ指圧師による治療代、③子供の歯並び矯正費用なども含みま

す。領収書の添付が必要です。    

住宅ローン

控除 

ローンでマイホームを購入した場合、１年目は確定申告が必要です。２年目

以降は年末調整で控除できます。最大、年末ローン残高の１％の税金が戻

ります。また、税源移譲の実施に伴い控除額が減少する場合、一定の期間

に入居された方については、申告することで減少分の控除額を翌年度分の

住民税から控除することができます。なお、毎年度申告が必要となります。   

地震 保 険料

控除 

損害保険契約等について支払った地震等損害部分の保険料がある場合、

最大５万円の税額控除が取れます。 

還付申告

が可能 

（１月から

受付） 

 

 

 

 

 その他 

年末調整で控除もれがあった場合、年の中途に退職して再就職しなかった

場合、なども還付申告が可能です。なお、還付申告は５年間可能（確定申

告を提出済みの場合は１年間）です。平成１５年分以降で申告が未済の方

はまだ間に合います。 

※３月号は確定申告の時期のためお休みさせていただきます。       （武田 友紀） 
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